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新 旧 対 照 表 

項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

第

１

章 

第

２

節 

計 画

策 定

の 方

針 

（３）計画の期間 

 本計画は、将来を展望した長期的視点に立ったものであり、平成１７（２００５）年度から令

和７（２０２５）年度までの２１か年とします。 

（３）計画の期間 

 本計画は、将来を展望した長期的視点に立ったものであり、平成１７（２００５）年度から平成

３２（２０２０）年度までの１６か年とします。 

第

３

章 

第

１

節 

総 人

口 

（１）人口 

推計による新市の人口（表－１）は年々減少し、令和７年には平成１２年の 36,454 人に対

し、8,216 人減の 28,238 人になるものと予測されます。 

 

表－１ 人口（推計） 
                                 （単位：人、％） 

 
国勢調査 推計人口 平成 12 年に対

する令和７年
の増減率 

平成 12
年 

平成 17
年 

平成 22
年 

平成 27
年 

令和 2年 令和 7年 

新市 36,454 35,336 33,764 32,106 30,224 28,238 △22.5 

対前期 
増加率 

- △3.1 △4.4 △4.9 △5.9 △6.6 - 

 

注）人口の推計方法（コーホート要因法） 

コーホートとは、ある一定期間に出生した集団を意味し、「コーホート要因法」とは各集団の男
女・年齢別人口を基準として、その集団ごとの時間変化（出生、死亡、移動）を軸に将来人口を
推計する方法です。 

 

 

（１）人口 

推計による新市の人口（表－１）は年々減少し、平成３２年には平成１２年の 36,454 人に対

し、6,297 人減の 30,157 人になるものと予測されます。 

 

表－１ 人口（推計） 
                             （単位：人、％） 

 

国勢調査 推計人口 平成 12 年に対す
る平成 32 年の増

減率 
平成 12

年 
平成 17

年 
平成 22

年 
平成 27

年 
平成 32

年 

新市 36,454 35,336 33,764 31,976 30,157 △17.3 

対前期増加
率 

- △3.1 △4.4 △5.3 △5.7 - 

 
注）人口の推計方法（コーホート要因法） 

コーホートとは、ある一定期間に出生した集団を意味し、「コーホート要因法」とは各集団の男
女・年齢別人口を基準として、その集団ごとの時間変化（出生、死亡、移動）を軸に将来人口を推
計する方法です。 
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項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

   
２）年齢別構成人口 

推計による新市の年齢別構成人口（表－１）は、令和７年には年少人口（0～14歳）3,012 人、

生産年齢人口（15～64 歳）14,855 人、老年人口（65 歳以上）10,371 人になるものと予測されま

す。 

年少人口の割合は平成１２年の 14.2％から令和７年には 10.7％、生産年齢人口は 63.3％から

52.6％に減少しますが、老年人口は 22.5％から 36.7％と大幅に増加し、高齢化が進むものと予

測されます。 

 

表－１ 令和７年における年齢別構成人口 
                              （単位：人、％） 

 
年少人口 生産年齢人口 老年人口 

０～14 歳 割 合 15～64 歳 割 合 65 歳以上 割 合 

新市 3,012 10.7 14,855 52.6 10,371 36.7 

（国立社会保障・人口問題研究所資料より） 

（２）年齢別構成人口 

推計による新市の年齢別構成人口（表－１）は、平成３２年には年少人口（0～14歳）2,972 人、

生産年齢人口（15～64 歳）16,806 人、老年人口（65 歳以上）10,379 人になるものと予測されま

す。 

年少人口の割合は平成１２年の 14.2％から平成３２年には 9.9％、生産年齢人口は 63.3％から

55.7％に減少しますが、老年人口は 22.5％から 34.4％と大幅に増加し、高齢化が進むものと予測

されます。 

 
表－１ 平成３２年における年齢別構成人口 

                            （単位：人、％） 

 
年少人口 生産年齢人口 老年人口 

０～14 歳 割 合 15～64 歳 割 合 65 歳以上 割 合 

新市 2,972 9.9 16,806 55.7 10,379 34.4 

（国立社会保障・人口問題研究所資料より） 
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項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

 
第

２

節 

世 帯

数 

（１）世帯数 

推計による新市の世帯数（表－１）は、核家族化が進展するものの、人口が減少傾向にあるこ

とからほぼ横ばいに推移し、令和７年には 9,992 世帯になるものと予測されます。 

 
表－１ 世帯数（推計） 

                         （単位：世帯、％）   

 

国勢調査 推計世帯数 平成 12 年に対
する令和 7年
の増減率 

平成 12
年 

平成 17
年 

平成 22
年 

平成 27
年 

令和 2年 令和 7年 

新市 9,810 10,050 10,039 10,090 10,061 9,992 1.9 

対前期
増加率 

- 2.4 △0.1 △0.5 △0.3 △0.7 - 

 
注）推計世帯数の推計方法 

平成１７年～平成２７年の国勢調査の人口及び世帯数を参考にして、将来の平均世帯人口を設定
し、推計された人口から世帯数を推計します。 

 

 

（１）世帯数 

推計による新市の世帯数（表－１）は、核家族化が進展するものの、人口が減少傾向にあること

からほぼ横ばいに推移し、平成３２年には 10,020 世帯になるものと予測されます。 

 
表－１ 世帯数（推計） 

                         （単位：世帯、％）  

 

国勢調査 推計世帯数 平成 12 年に対す
る平成 32 年の増

減率 
平成 12

年 
平成 17

年 
平成 22

年 
平成 27

年 
平成 32

年 

新市 9,810 10,050 10,039 10,034 10,020 2.1 

対前期増加
率 

- 2.4 △0.1 0.0 △0.1 - 

 
注）推計世帯数の推計方法 

平成１７年～平成２２年の国勢調査の人口及び世帯数を参考にして、将来の平均世帯人口を設定
し、推計された人口から世帯数を推計します。 
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項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

   
（２）１世帯当たり人員 

推計による新市の１世帯当たりの人員（表－１）は、平成１２年の3.52人から令和７年には、

0.76人減の2.76人になるものと予測されます。 

 

表－1  1 世帯当たり人員（推計） 
                                      （単位：人） 

 
国勢調査 推計世帯人員数 

平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2年 令和 7年 

新市 3.52 3.29 3.16 2.98 2.92 2.76 

 

 

（２）１世帯当たり人員 

推計による新市の１世帯当たりの人員（表－１）は、平成１２年の3.52人から平成３２年には、

0.6人減の2.92人になるものと予測されます。 

 
表－1  1 世帯当たり人員（推計） 

（単位：人） 

 
国勢調査 推計世帯数 

平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 32 年 

新市 3.52 3.29 3.16 3.09 2.92 
 

   

 

 

 

 
第

３

節 

就 業 

人 口 

（１）就業人口 

推計による新市の就業人口（表－１）は、平成１２年の 19,373 人から、令和７年には 5,169 人

減の 14,204 人になるものと予測されます。 

 

表－１ 就業人口（推計） 
（単位：人、％） 

 
国勢調査 推計就業人口 平成 12 年に対

する令和 7年
の増減率 

平成 12
年 

平成 17
年 

平成 22
年 

平成 27
年 

令和 2年 令和 7年 

新市 19,373 18,556 17,185 16,331 15,293 14,204 △26.7 

対前期
増加率 

- △4.2 △7.4 △5.0 △6.4 △7.1 - 
 

（１）就業人口 

推計による新市の就業人口（表－１）は、平成１２年の 19,373 人から、平成３２年には 4,279

人減の 15,094 人になるものと予測されます。 

 
表－１ 就業人口（推計） 

（単位：人、％） 

 
国勢調査 推計就業人口 平成 12 年に対

する平成 32 年
の増減率 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 32 年 

新市 19,373 18,556 17,185 16,140 15,094 △22.1 

対前期増加
率 

- △4.2 △7.4 △6.1 △6.5 - 
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項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

   注）推計就業人口の推計方法 

平成２年から平成２７年の国勢調査の人口に占める就業者数の割合を求め、その割合の増減値の
平均を推計人口に反映させて就業者数を推計します。 

 

 

注）推計就業人口の推計方法 

平成２年から平成２２年の国勢調査の人口に占める就業者数の割合を求め、その割合の増減値の平
均を推計人口に反映させて就業者数を推計します。 

 

   

 

 

 

 

   
（２）産業別就業人口 

推計による新市の産業別就業人口（表－１）は、令和７年には第１次産業が 2,858 人、第２次

産業が 2,902 人、第３次産業が 8,444 人になるものと予測されます。 

第１次産業、第２次産業については就業人口、割合ともに減少傾向が続くものと予測されます。 

第３次産業については就業人口は緩やかに減少するものの、割合は増加傾向が続くものと予測

されます。 

 

表－１ 産業別就業人口（推計） 
                             （単位：人、％） 

 第１次産業 第２次産業 第３次産業 
合 計 

就業人口 割合 就業人口 割合 就業人口 割合 

平成 12 年 5,202 26.8 5,378 27.8 8,793 45.4 19,373 

平成 17 年 4,876 26.3 4,452 24.0 9,228 49.7 18,556 

平成 22 年 4,551 26.5 3,825 22.3 8,809 51.2 17,185 

平成 27 年 3,972 24.3 3,630 22.2 8,729 53.5 16,331 

令和 2年 3,398 22.2 3,262 21.3 8,633 56.5 15,293 

令和 7年 2,858 20.1 2,902 20.4 8,444 59.5 14,204 

 

 

 

 

 

（２）産業別就業人口 

推計による新市の産業別就業人口（表－１）は、平成３２年には第１次産業が 3,396 人、第２次

産業が 3,064 人、第３次産業が 8,634 人になるものと予測されます。 

第１次産業、第２次産業については就業人口、割合ともに減少傾向が続くものと予測されます。 

第３次産業については就業人口は緩やかに減少するものの、割合は増加傾向が続くものと予測

されます。 
 

表－１ 産業別就業人口（推計） 
                             （単位：人、％） 

 第１次産業 第２次産業 第３次産業 
合 計 

就業人口 割合 就業人口 割合 就業人口 割合 

平成 12 年 5,202 26.8 5,378 27.8 8,793 45.4 19,373 

平成 17 年 4,876 26.3 4,452 24.0 9,228 49.7 18,556 

平成 22 年 4,551 26.5 3,859 22.5 8,775 51.0 17,185 

平成 27 年 3,954 24.5 3,454 21.4 8,732 54.1 16,140 

平成 32 年 3,396 22.5 3,064 20.3 8,634 57.2 15,094 
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項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

   

 

 

 

 

第

９

章 

第

１

節 

基 本

的 な

考 え

方 

新市の財政計画は、歳入・歳出の項目毎に、過去の実績や国・県の財政状況等を考慮し、合併

後も健全に財政運営を行うことを基本に算定し、合併による歳出の削減効果、行政改革の推進、

住民サービス水準の維持・向上、新市建設計画の実行に必要な経費等を反映させて、普通会計ベ

ースで平成１７年度から令和７年度までの２１年間について策定したものです。 

平成１７年度から平成３０年度までは決算額を、令和元年度以降は推計額を記載しています。 

新市の財政計画は、歳入・歳出の項目毎に、過去の実績や国・県の財政状況等を考慮し、合併後

も健全に財政運営を行うことを基本に算定し、合併による歳出の削減効果、行政改革の推進、住民

サービス水準の維持・向上、新市建設計画の実行に必要な経費等を反映させて、普通会計ベースで

平成１７年度から３２年度までの１６年間について策定したものです。 

平成１７年度から平成２５年度までは決算額を、平成２６年度以降は推計額を記載しています。 

 

 

 
第

２

節 

歳 入 

・ 

歳 出

各 項

目 の

推 計 

条 件 

令和元年度以降の推計にあたっての主な前提条件は次のとおりです。 

 [歳 入] 

 （１）市税 

   ①現行税制度に基づき、過去の実績等を参考にして推計します。 

 （２）地方譲与税、各種交付金 

   ①現行制度に基づき、過去の実績等を参考にして推計します。 

 （３）地方交付税 

   ①現行の制度に基づき、国の動向等から推計します。 

   ②臨時財政対策債については、今後も継続されるものとして推計します。 

   ③普通交付税については、令和２年度までの合併算定替の影響額を見込んで推計します。 

 

 （４）分担金及び負担金、使用料及び手数料 

   ①過去の実績等を参考にして推計します。 

 （５）国庫支出金、県支出金 

①＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿現行制度、事業計画に基づき＿＿＿＿＿＿推計します。 

 

平成２６年度以降の推計にあたっての主な前提条件は次のとおりです。 

 [歳 入] 

 （１）市税 

   ①現行税制度に基づき、過去の実績等を参考にして推計します。 

 （２）地方譲与税、各種交付金 

   ①現行制度に基づき、過去の実績等を参考にして推計します。 

 （３）地方交付税 

   ①現行の制度に基づき、国の動向等から推計します。 

   ②臨時財政対策債については、今後も継続されるものとして推計します。 

   ③普通交付税の算定の特例（合併算定替）、合併に伴う国の財政支援としての普通交付税、

特別交付税措置分を見込んで推計します。 

 （４）分担金及び負担金、使用料及び手数料 

   ①過去の実績等を参考にして推計します。 

 （５）国庫支出金、県支出金 

   ①過去の実績等を参考にして、現行制度、事業計画に基づき、歳出連動で推計します。 
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項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

      ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 （６）繰入金 

   ①年度間の財源調整のための財政調整基金等の繰入金を見込んで推計します。 

（７）諸収入 

   ①歳出に連動するものを除き、原則として過去の実績等を参考にして推計します。 

 （８）地方債 

   ①今後予定される普通建設事業等から推計します。 

   ②新市建設計画事業に伴う合併特例債を見込んで推計します。 

 

 

   ②平成２６年度までの合併に伴う国の財政支援（市町村合併推進体制整備費補助金）を見

込んで推計します。 

 （６）繰入金 

   ①年度間の財源調整のための財政調整基金等の繰入金を見込んで推計します。 

（７）諸収入 

   ①歳出に連動するものを除き、原則として過去の実績等を参考にして推計します。 

 （８）地方債 

   ①今後予定される普通建設事業等から推計します。 

   ②新市建設計画事業に伴う合併特例債を見込んで推計します。 
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３
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財 政 

計 画 

 

歳 入 

単位：百万円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳 入 

単位：百万円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

市税 2,153 2,216 2,431 2,470 2,329 2,260 2,313 2,314 2,349 2,348 2,388

地方譲与税・各種交付金 931 1,014 746 715 681 703 670 626 622 644 885

地方交付税 7,366 7,931 7,966 8,194 8,134 8,748 8,658 8,547 8,629 8,316 8,226

分担金及び負担金 207 206 204 223 225 219 194 200 191 124 81

使用料及び手数料 141 132 132 167 141 134 128 129 130 124 130

国庫支出金 1,169 1,241 1,488 1,910 2,221 2,727 2,101 2,014 2,205 2,358 2,463

県支出金 953 1,232 987 990 1,055 1,175 2,384 1,103 1,188 1,307 1,308

財産収入 82 37 69 62 42 58 76 80 57 225 88

繰入金 1,233 1 432 7 146 7 6 9 1 103 2

諸収入（繰越・寄付含む） 685 435 617 411 636 943 1,288 776 876 919 1,029

地方債 1,806 2,022 903 825 976 1,297 824 888 2,132 1,712 2,174

（うち合併特例債） - (1,084) (236) (295) (199) (246) (69) (99) (867) (136) (715)

歳入合計 16,726 16,467 15,975 15,974 16,586 18,271 18,642 16,686 18,380 18,180 18,774

区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

市税 2,153 2,216 2,431 2,470 2,329 2,260 2,313 2,314

地方譲与税・各種交付金 931 1,014 746 715 681 703 670 626

地方交付税 7,366 7,931 7,966 8,194 8,134 8,748 8,658 8,547

分担金及び負担金 207 206 204 223 225 219 194 200

使用料及び手数料 141 132 132 167 141 134 128 129

国庫支出金 1,169 1,241 1,488 1,910 2,221 2,727 2,101 2,014

県支出金 953 1,232 987 990 1,055 1,175 2,384 1,103

財産収入 82 37 69 62 42 58 76 80

繰入金 1,233 1 432 7 146 7 6 9

諸収入（繰越・寄付含む） 685 435 617 411 636 943 1,288 776

地方債 1,806 2,022 903 825 976 1,297 824 888

（うち合併特例債） - (1,124) (196) (295) (199) (246) (69) (99)

歳入合計 16,726 16,467 15,975 15,974 16,586 18,271 18,642 16,686
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項目名 変更後（新） 変更前（旧） 

    

歳 出 

単位：百万円  

 
 

 

 

 

歳 出 

単位：百万円  

 
 

区分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

市税 2,379 2,426 2,374 2,254 2,245 2,228 2,228 2,228 2,228 2,228

地方譲与税・各種交付金 821 852 888 829 909 905 905 905 905 905

地方交付税 7,969 7,707 7,424 7,325 7,149 6,861 6,958 6,985 6,973 6,939

分担金及び負担金 52 32 28 17 17 17 17 17 17 17

使用料及び手数料 126 120 125 117 117 113 113 113 113 113

国庫支出金 2,614 2,580 2,831 2,630 2,724 3,367 2,744 2,608 2,729 2,559

県支出金 1,495 1,259 1,231 1,344 1,381 1,330 1,313 1,324 1,313 1,324

財産収入 88 68 54 39 40 39 39 38 37 36

繰入金 303 251 341 450 773 753 716 481 739 446

諸収入（繰越・寄付含む） 1,219 1,250 1,415 1,165 790 782 781 776 747 747

地方債 2,280 3,001 3,303 5,675 2,196 4,656 2,816 1,515 1,472 608

（うち合併特例債） (1,391) (1,910) (1,347) (1,169) (244) (1,789) (1,747) (850) (559) (0)

歳入合計 19,346 19,546 20,014 21,845 18,341 21,051 18,630 16,990 17,273 15,922

区分 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

市税 2,349 2,324 2,245 2,236 2,236 2,236 2,236 2,236

地方譲与税・各種交付金 622 633 800 800 800 800 800 800

地方交付税 8,629 8,835 8,826 8,805 8,144 7,915 7,598 7,304

分担金及び負担金 191 121 111 111 111 111 111 111

使用料及び手数料 130 119 119 119 115 115 115 115

国庫支出金 2,205 2,670 2,267 2,252 2,305 2,144 1,968 1,875

県支出金 1,188 1,400 1,221 1,039 1,037 1,037 1,037 1,037

財産収入 57 202 39 39 39 39 37 35

繰入金 1 101 134 1 344 674 817 382

諸収入（繰越・寄付含む） 876 839 579 610 621 603 573 567

地方債 2,132 1,511 1,849 1,762 2,729 2,625 1,782 75

（うち合併特例債） (867) (205) (948) (1,661) (2,505) (2,587) (1,272) (49)

歳入合計 18,380 18,755 18,190 17,774 18,481 18,299 17,074 14,537

区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

人件費 3,571 3,415 3,439 3,298 3,357 3,184 3,166 3,016 2,560 2,429 2,385

扶助費 1,859 2,443 2,585 2,600 2,715 3,110 3,301 3,321 3,327 3,551 3,710

公債費 2,474 2,589 2,922 3,012 3,077 3,594 3,066 2,730 2,732 2,702 2,787

物件費 1,561 1,375 1,350 1,289 1,377 1,407 1,445 1,507 1,502 1,521 1,766

維持補修費 255 131 203 176 170 172 341 396 279 366 190

補助費等 1,852 1,669 1,867 2,033 1,916 1,572 1,551 1,534 2,059 2,051 2,075

積立金 436 1,294 397 330 489 309 340 218 489 254 356

投資・出資・貸付金 271 202 288 654 551 720 851 1,123 824 865 733

繰出金 1,710 1,744 1,847 1,386 1,219 1,308 1,313 1,315 1,462 1,386 1,468

普通建設事業費 2,386 1,252 932 834 1,193 1,754 2,945 1,111 2,525 2,028 2,725

災害復旧事業費 144 83 17 13 11 15 25 83 161 630 73

歳出合計 16,519 16,197 15,847 15,625 16,075 17,145 18,344 16,354 17,920 17,783 18,268

区分 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

人件費 3,571 3,415 3,439 3,298 3,357 3,184 3,166 3,016

扶助費 1,859 2,443 2,585 2,600 2,715 3,110 3,301 3,321

公債費 2,474 2,589 2,922 3,012 3,077 3,594 3,066 2,730

物件費 1,561 1,375 1,350 1,289 1,377 1,407 1,445 1,507

維持補修費 255 131 203 176 170 172 341 396

補助費等 1,852 1,669 1,867 2,033 1,916 1,572 1,551 1,534

積立金 436 1,294 397 330 489 309 340 218

投資・出資・貸付金 271 202 288 654 551 720 851 1,123

繰出金 1,710 1,744 1,847 1,386 1,219 1,308 1,313 1,315

普通建設事業費 2,386 1,252 932 834 1,193 1,754 2,945 1,111

災害復旧事業費 144 83 17 13 11 15 25 83

歳出合計 16,519 16,197 15,847 15,625 16,075 17,145 18,344 16,354
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区分 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人件費 2,290 2,260 2,196 2,353 2,594 2,550 2,505 2,486 2,510 2,522

扶助費 3,740 3,694 3,712 4,038 4,030 4,056 4,083 4,110 4,138 4,167

公債費 2,714 2,271 2,272 1,962 1,989 1,928 2,051 1,958 1,873 1,891

物件費 1,745 1,767 1,986 2,130 1,919 1,932 1,935 1,942 1,925 1,942

維持補修費 374 329 373 300 300 300 300 300 300 300

補助費等 2,018 2,059 2,416 2,258 2,127 2,113 2,084 2,026 1,970 1,934

積立金 502 762 116 51 52 51 51 50 49 48

投資・出資・貸付金 746 736 527 493 595 599 597 609 569 549

繰出金 1,468 1,495 1,444 1,484 1,477 1,497 1,518 1,539 1,560 1,582

普通建設事業費 3,100 3,539 4,293 6,745 3,225 5,992 3,475 1,937 2,346 954

災害復旧事業費 49 35 22 31 31 31 31 31 31 31

歳出合計 18,746 18,947 19,357 21,845 18,339 21,049 18,630 16,988 17,271 15,920

区分 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

人件費 2,560 2,474 2,392 2,308 2,254 2,204 2,166 2,106

扶助費 3,327 3,501 3,571 3,642 3,715 3,789 3,865 3,943

公債費 2,732 2,698 2,647 2,595 2,453 2,445 2,205 1,927

物件費 1,502 1,629 1,592 1,569 1,609 1,620 1,636 1,598

維持補修費 279 247 247 247 247 247 247 247

補助費等 2,059 2,125 1,943 1,923 1,912 1,963 1,905 1,913

積立金 489 465 13 59 13 12 11 9

投資・出資・貸付金 824 1,092 1,428 884 811 771 771 771

繰出金 1,462 1,449 1,490 1,508 1,526 1,543 1,543 1,543

普通建設事業費 2,525 2,406 2,827 2,999 3,901 3,665 2,685 440

災害復旧事業費 161 669 40 40 40 40 40 40

歳出合計 17,920 18,755 18,190 17,774 18,481 18,299 17,074 14,537


